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研究要旨 

 

本研究では，（1）労働生産性の多面的測定手法の確立，（2）労働生産性の向上に寄与す

る健康増進手法について主要な職種・業種ごとのガイドラインの開発，（3）ガイドライン

で提示された介入手法の有効性の科学的検証，（4）これらの手法の具体的な手順を示すマ

ニュアルの開発，を目的とする。本研究では，生活への支障が大きい健康問題であるメン

タルヘルスと腰痛に注目した。 

労働生産性については，平成 28-30 年度にかけて多面的な測定手法を検討した。メンタ

ルヘルスに関しては，労働生産性の向上に寄与する健康増進手法を検討し（平成 28 年度），

モデル事業を通じて有効性を検証後（平成 29-30 年度），マニュアルを完成させた（平成 30

年度）。腰痛に関しては，痛みの原因となる異常や疾患の特定ができない非特異的腰痛に注

目した介入手法を検討し（平成 28 年度），モデル事業を通じて有効性を検証後（平成 29-30

年度），マニュアルを完成させた（平成 30 年度）。 

これらの研究を通じて，労働生産性に関する多面的な測定指標，生産性向上に寄与する

健康増進手法について主要な職種・業種ごとのガイドライン，その具体的な手順を示すマ

ニュアルの 3 つを成果物として提示することができた。 
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A. はじめに 

本研究は，（1）労働生産性の多面的測定

手法の確立，（2）労働生産性の向上に寄与

する健康増進手法について主要な職種・業

種ごとのガイドラインの開発，（3）ガイド

ラインで提示された介入手法の有効性の科

学的検証，（4）これらの手法の具体的な手

順を示すマニュアルの開発を目的とする。
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特に本研究では，労働者の日常生活におけ

る大きな健康問題であるメンタルヘルスと

腰痛に着目する（図 1・2 参照）。 

 

B. 対象と方法 

1. 労働生産性の多面的な測定手法の提案 

1）心理社会的・経営学的指標（西大輔他） 

本研究の目的は，労働生産性に関する心

理社会的・経営学的指標の測定手法を提案

することであった。平成 28 年度では，大学

教員を対象としたインタビューとワーク・

エンゲイジメントを含む調査票を新規に実

施し解析を行った。平成 29 年度では，

Japanese Study of Health, Occupation, 

and Psychosocial Factors Relates Equity 

(J-HOPE)のデータを用いて，労働時間，ワ

ーク・エンゲイジメント，労働生産性の関

連を検討した。平成 30 年度では，インター

ネット調査より得られた 3296 人のデータ

から，ワーク・エンゲイジメントと職務パ

フォーマンスとの関連を検討した。 

 

2）生体工学的指標（荒川豊） 

本研究の目的は，労働生産性に関する生

体工学的指標の測定手法を提案することで

あった。平成28年度では，労働生産性に影

響のある体調の選定とセンサによる計測可

能性を調査した。平成29年度では，センサ

による質問調査票の代替システムのフィー

ジビリティ調査を行った。質問調査票で調

査される指標としてQuality of Life（QoL）

に着目し，通常の質問票による調査に加え，

生体工学指標と成り得る数値（心拍数や歩

数など）を収集した。調査票の回答と，そ

の時のセンサデータを機械学習することに

より，センサデータからどの程度推定でき

るのかを調査した。平成30年度では，汎用

的な調査システムの構築と実企業での実験

を行った。2年目に実施した調査をQoL以外

の調査票，および，市販されている一般的

なウェアラブルセンサ（具体的にはFitbit 

Charge3）でも実施できるアプリケーショ

ンを開発した。心身状態だけでなく，温湿

度や騒音などの環境要因についても同時に

調査可能なシステムへと発展させ，一般企

業で働く従業員に60名に対する実験を通じ

て，その可用性と課題を明らかにした。 

 

3）経済学的指標（黒田祥子他） 

本研究の目的は，労働生産性に関する経

済学的指標の測定手法を提案することであ

った。労働者データを用いた検証では，『人

的資本形成とワークライフバランスに関す

る企業・労働者調査』（経済産業研究所）の

労働者調査の個票データを利用し，労働時

間の長さが，労働者のメンタルヘルスや仕

事満足度にどのような影響を与えるかを計

測した。企業データを用いた検証では，大

手小売業 A 社と秘密保持契約を締結，個人

を特定化できないように秘匿化した従業員

の満足度調査，個人属性および人事・健康

関連の情報と，職場毎の売上情報を入手し，

労働者のメンタルヘルスが個人属性や雇用

形態，そして職場間でどの程度異なるのか

を検証するとともに，労働者のメンタルヘ

ルスの状態によって，売上高がどの程度異

なるのかを検証した。 

2. 主要な職種・業種ごとの生産性向上と健

康増進手法に関するガイドラインの開発 

1）科学的根拠に基づく対策優先順位の検討

（中田光紀） 

本研究の目的は，主要な職種・業種ごと

の健康増進に関するニーズと課題を科学的
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根拠に基づいて抽出し，生産性向上と健康

増進手法に関するガイドラインを開発する

ことであった。平成28年度では，某社が

2007年11月から2012年12月の5年の間に行

った「メンタルヘルス＆ライフスタイル調

査」のデータのうち，情報通信業に従事す

る従業員2,412名ならびにサービス業（観光

業，介護施設）従業員2,018名のデータを抽

出し，腰痛ならびにうつ病のリスク因子を

多重ロジスティック回帰分析により解析し

た。平成29年度では，1年目で用いた既存デ

ータをもとに職種を絞り込んで解析を行っ

た。情報通信業に従事する従業員2,412名な

らびにサービス業（観光業，介護施設）従

業員2,018名のデータを抽出し，腰痛ならび

にうつ病による生産性の低下と関連する病

欠(absenteeism)ならびに風邪罹患

(common cold)に対する影響を解析した。ま

た，生産性の向上と健康増進の両者を同時

に達成することを目指したガイドラインの

素案を作成した。3年目の平成30年度ではガ

イドラインの素案内容の見直しを行い，そ

の後，分担研究者，研究協力者が実際の企

業や事業場において行った健康増進プログ

ラム（以下 プログラム）の成果を共有し，

業種・職種ごとに推奨されるプログラムの

整理を行い，ガイドラインを完成させた。 

 

2）専門職の意見調査に基づく対策優先順位

の検討ならびに生産性向上と健康増進の両

立を可能にする 1)メンタルヘルス対策（１

次予防）と 2)腰痛対策（腰痛予防）のガイ

ドラインの作成（梶木繁之） 

本研究の目的は，主要な職種・業種ごと

の健康増進に関するニーズと課題を産業保

健スタッフ等への意見調査に基づいて抽出

し，生産性向上と健康増進手法に関するガ

イドラインを開発することであった。平成

28年度では，分担研究者と主任研究者から

なる研究班を組織し，インタビュー対象と

なる企業（事業場）を機縁法により列挙し，

企業（事業場）を訪問してインタビュー調

査を行った。平成29年度では，企業（事業

場）を訪問のうえインタビュー調査を継続

した。その後，業種・職種ごとのガイドラ

インを開発する際に含める必要があると思

われる項目を整理し，「生産性向上と健康増

進の両立を可能にする1)メンタルヘルス対

策（１次予防）と2)腰痛対策（腰痛予防）

のガイドライン【素案】」の作成を行った。

平成30年度では，前年度までに作成したガ

イドラインの素案内容の見直しを行い，そ

の後，分担研究者，研究協力者が実際の企

業や事業場において行った健康増進プログ

ラム（以下 プログラム）の成果を共有し，

業種・職種ごとに推奨されるプログラムの

整理を行い，ガイドラインを完成させた。 

 

3. 労働生産性の向上に寄与する健康増進

手法の開発 

1）メンタルヘルスの向上手法 

①職場環境へのポジティブアプローチの開

発とマニュアルの作成（島津明人他） 

 本研究の目的は，職場環境へのポジティ

ブアプローチを開発し，そのマニュアルを

作成することであった。平成 28 年度では，

労働生産性とメンタルヘルスの双方の向上

に寄与する介入手法（個人向けアプローチ，

組織向けアプローチ）に関する文献レビュ

ーと好事例の収集を行った。2 年目の平成

29 年度では，マニュアル（案）改訂のため

の情報収集および動画マニュアル作成に向

けた撮影を行った。平成 30 年度は，本マニ

ュアル（案）改訂のための情報収集の継続
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と動画マニュアルを完成させるとともに，

事業場においてマニュアル（案）を用いた

職場活性化ワークショップを実施すること

で，マニュアル（案）の有効性を検証した。 

 

②日本版 CREW の開発とマニュアルの作

成（澤田宇多子他） 

本研究の目的は，日本版 CREW（Civility, 

Respect and Engagement in the 

Workplace）のマニュアルを作成すること

であった。平成 28 年度では，CREW の先

行研究に関する文献レビューを行うととも

に，日本版 CREW プログラムの実践例を

紹介した。平成 29 年度では，CREW マニ

ュアルの原案を作成し，マニュアル原案に

基づいて一つの企業（小売業 A 社）で日本

版 CREW プログラムを実施した（前後比較

研究）。平成 30 年度では，マニュアル原案

について前年度に実施された前後比較試験

で得た知見を加えて CREW 研究チームで

推敲を重ね，CREW プログラムマニュアル

最終版を完成させた。 

 

③ジョブ・クラフティング介入プログラム

の開発とマニュアルの作成（櫻谷あすか） 

 本研究の目的は，ジョブ・クラフティン

グの介入プログラムを開発し，そのマニュ

アルを作成することであった。平成 28 年度

では，ジョブ・クラフティング概念を整理

し，次に文献レビューを通して，ジョブ・

クラフティングの関連要因，および介入研

究をまとめた。平成 29 年度では，ジョブ・

クラフティングの介入プログラムを新たに

開発し，プログラムの効果を無作為比較試

験によって検討した。平成 30 年度では，無

作為化比較試験の結果の解析，および介入

プログラムのマニュアルを作成した。 

 

④職場における対人関係向上プログラムの

開発とマニュアルの作成（堀田裕司） 

 本研究の目的は，職場における対人関係

向上プログラムを開発し，そのマニュアル

を作成することであった。平成 29 年度では，

対人的援助向上プログラムのマニュアルの

作成に向け，堀田・大塚 (2015) における

介入結果，および課題について検討し，プ

ログラム内容を修正した。平成 30 年度では，

看護師と企業従業員に修正したプログラム

を実施し，効果評価を行ったうえでマニュ

アルの修正を行い，完成させた。 

 

2）腰痛の予防手法（松平浩） 

本研究では，産業衛生の現場で，医療者

以外でも理解できるように内容に留意して

「腰痛の予防手法のマニュアル」を作成す

ることを目的とした。平成 28 年度では，職

業性腰痛の実態，その要因および医療者の

対応時の注意点に関する国内外の文献を基

に現状の知見を整理した。平成 29 年度では，

全国 12 労災病院をクラスターとして，A：

対照（無介入），B：腰椎伸展体操の普及・

実践，C：B+産業理学療法士による腰痛教

育・相談の実践の 3 群を実施する介入を行

い，追跡調査を実施した。平成 30 年度では，

産業衛生の現場で，医療者以外でも理解で

きるように，内容に留意して「腰痛の予防

手法のマニュアル」を作成した。 

 

C. 結果 

1. 労働生産性の測定手法の提案 

1）心理社会的・経営学的指標（西大輔他） 

平成 28 年度では，文献レビューとデータ

解析を通じて，メンタルヘルス・腰痛・生

産性のそれぞれと関連のある職場要因と個
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人要因を整理した。また，睡眠・魚食・身

体活動・禁煙等の生活習慣とワーク・エン

ゲイジメントとの関連を実証的に明らかに

した。平成 29 年度では，労働時間とワー

ク・エンゲイジメントおよび労働生産性に

関して実証的にデータ解析を行い，労働生

産性の向上には労働時間の長さは重要な要

因ではなく，ワーク・エンゲイジメントの

向上が重要であることを明らかにした。平

成 30年度では，ワーク・エンゲイジメント

は職務パフォーマンスが低いないしは高い

ときに低く，職務パフォーマンスが中程度

のときに高いこと，自分の職務パフォーマ

ンスと同僚の職務パフォーマンスの和とワ

ーク・エンゲイジメントとの間に線形の正

の相関を認めたことを示し，ワーク・エン

ゲイジメントを労働生産性に関する心理社

会的・経営学的指標として提案した。 

 

2）生体工学的指標（荒川豊） 

平成 28 年度では文献調査を行い，労働生

産性に影響のある体調として，「不安・抑う

つ」「肩こり・腰痛」「鼻炎」「疲労」「睡眠

障害」「腹痛」「頭痛」の 7 種類があること

を明らかにした。計測可能性が高く，労働

生産性に対する影響が大きな体調としては，

「不安・抑うつ」が筆頭であり，これらを

センサを活用して，定量的に計測できるこ

とが労働者の健康増進につながることを明

らかにした。平成 29年度では，労働者を対

象とした実験室および生態学的実験を通じ

て，労働生産性の生体工学的指標と健康指

標（HRQOL：Health Related Quality of 

Life）との関連について，腕時計型の脈波

計および皮膚電位，さらにスマートフォン

から得られる移動状態などを長期的に収集

し，機械学習によってパターンを学習する

ことでその関係性を見いだせることを明ら

かにした。また，生体工学的指標の中で，

個人差が大きい指標，同一人物でも日によ

る差が大きな指標，またそれらの逆の関係

なども見出した。平成 30 年度では，

WHOQOL-BREF 以外の調査票に対する，セン

サによる定量評価の可能性調査を実現する

ためのデータ計測プラットフォーム

WorkerSense を構築した。また，提案シス

テムの可用性を検証するために，実際にデ

ータ収集を行う実験を行い，開発したプラ

ットフォームを用いることで，さまざまな

質問票と同時に生体センサ情報を簡単に収

集できる環境を整えることに成功した。 

 

3）経済学的指標（黒田祥子他） 

労働者データを用いた検証では，労働時

間が長くなるほど，労働者の仕事満足度が

増していく関係が見出された。他方，メン

タルヘルスと労働時間との関係については，

仕事満足度とのような関係性は見いだせず，

労働時間が長くなるほど悪化する傾向が認

められた。これらの結果は，仕事満足度と

メンタルヘルスは必ずしも一対一の関係で

はないこと，労働者が自身の健康を過信し

て無理をしてしまい，長時間労働になりや

すい傾向にあること，結果として過労がメ

ンタルヘルスを毀損させることにつながる

可能性などを示唆している。 

企業データを用いた検証では，ワーク・

エンゲイジメントは，雇用形態別に大きな

差があり，正社員に比べて，地域限定の正

社員のほうがワーク・エンゲイジメントは

低く，パート社員はさらに低いことが分か

った。また，職場の同僚や上司のサポート

など，仕事や職場の資源の影響を制御した

うえでも，店舗間でワーク・エンゲイジメ
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ントに統計的に有意な差があることも分か

った。また，職場の男女構成比や平均年齢，

雇用形態別の構成比の違い，店舗や売り場

の特性など多くの要因をコントロールした

うえでも，いくつかの条件の下でワーク・

エンゲイジメントが高い職場では（前年実

績対比の）売上高が高くなる傾向が認めら

れた。 

 

2. 主要な職種・業種ごとの生産性向上と健

康増進手法に関するガイドラインの開発 

1）科学的根拠に基づく対策優先順位の検討

（中田光紀） 

平成 28 年度では，腰痛ならびにうつ病の

リスク因子を多重ロジスティック回帰分析

によって解析した結果，職種によって職業

性の心理社会的因子と腰痛ならびにうつ病

との関連が異なることが示された。平成 29

年度では，文献レビューの結果，生産性の

向上と健康増進を両立させるプログラムや

研究論文は存在しないが，腰痛やメンタル

ヘルス不調が生産性の低下と関連する文献

は多数見受けられた（一部，ガイドライン

案に記載）。データ解析では，情報通信業従

業員において，腰痛ならびにうつ病の有無

と病欠日数（過去 1 年間），風邪罹患回数（過

去 6 か月間）との関連を明らかにした。平

成 30 年度では，ガイドラインの素案内容の

見直しを行い，「生産性向上と健康増進の

両立を可能にする 1)メンタルヘルス対策

（１次予防）と 2)腰痛対策（腰痛予防）の

ガイドライン」を完成させた。 

 

2）専門職の意見調査に基づく対策優先順位

の検討ならびに生産性向上と健康増進の両

立を可能にする 1)メンタルヘルス対策（１

次予防）と 2)腰痛対策（腰痛予防）のガイ

ドラインの作成（梶木繁之） 

 平成 28 年度では，インタビュー調査を通

じて，小売業，医療機関（看護職），人材派

遣業の 3 業種（3 社）で最も労働生産性に

寄与している健康課題はメンタルヘルス不

調であり，小売業では一部に腰痛も抽出さ

れた。平成 29 年度では，インタビュー調査

を継続し，情報通信業と医療機関（看護職）

のいずれも，最も労働生産性に寄与してい

る健康課題はメンタルヘルス不調であるこ

とを明らかにした。上記の結果を踏まえ，

「生産性向上と健康増進の両立を可能にす

る 1)メンタルヘルス対策（１次予防）と 2)

腰痛対策（腰痛予防）のガイドライン【案】」

の作成を行った。平成 30 年度では，ガイド

ラインの素案内容の見直しを行い，「生産

性向上と健康増進の両立を可能にする 1)メ

ンタルヘルス対策（１次予防）と 2)腰痛対

策（腰痛予防）のガイドライン」を完成さ

せた。 

 

3. 労働生産性の向上に寄与する健康増進

手法の開発 

1）メンタルヘルスの向上手法 

①職場環境へのポジティブアプローチ（島

津明人他） 

平成 28 年度では，職場環境へのポジティ

ブアプローチのマニュアル（案）を作成し

た。平成 29 年度では，病院の看護部に所属

する看護師長 10 名を対象に社会保険労務

士がポジティブアプローチによる職場の活

性化ワークショップを行い，マニュアル（案）

の改訂と説明動画の作成に際して検討すべ

き事項の抽出を行った。平成 30 年度では，

中小企業の経営者を対象としたヒヤリング，

事業所でのワークショップの試行で得られ

た意見などを参考に，マニュアルを修正し，
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28 ページからなるマニュアルを完成させ

た。また，完成版のマニュアルを説明する

ため，ナレーションを入れた動画を作成し

た。事業所でのワークショップの前後に実

施した質問紙調査の結果，仕事の量的負担，

情緒的負担，ワーク・セルフ・バランス（ポ

ジティブ）において改善傾向を認めた。こ

れらの作業を通じて，職場の強みに注目し

ワーク・エンゲイジメントの向上を目的と

した職場環境へのポジティブアプローチの

ツールが完成した。 

 

②日本版 CREW の開発とマニュアルの作

成（澤田宇多子他） 

 平成 28 年度では，文献検索を行い，抽出

された 6 編中 5 編の論文において，概ね良

好な介入効果が得られ，特に civility やスト

レスに関しては，フォローアップ時にも効

果の持続が認められることを示した。また，

某大学病院の 2 つの病棟にて，全 10 回の

CREW プログラムを実施した。平成 29 年

度では，先行研究の文献レビューとこれま

での実践例を参考に，マニュアルの構成内

容の検討を行い，基礎編，実践編，事例偏，

FAQs の 4 部構成とするマニュアル原案を

作成し，小売業 A 社において実施した。平

成 30 年度では，プログラムの実施結果を解

析した。ワーク・エンゲイジメントやお互

いに対する丁寧さ（Civility）では有意な介

入効果が得られなかったが，マニュアルの

修正に向けた重要な知見が得られた。これ

らの知見をもとに，マニュアル最終版を完

成させた。 

 

③ジョブ・クラフティング介入プログラム

の開発とマニュアルの作成（櫻谷あすか） 

 平成 28 年度には，ジョブ・クラフティン

グ概念の整理と文献レビューを行った。文

献レビューの結果，ジョブ・クラフティン

グの結果指標として，ワーク・エンゲイジ

メント，職務満足感，仕事のパフォーマン

スが，最も多く報告されていた。ジョブ・

クラフティングの介入研究では，３つの研

究が報告されていたが，無作為化比較試験

は１つもなかった。ワーク・エンゲイジメ

ントが有意に向上した結果を報告する論文

は１編のみであった。平成 29 年度から 30

年度にかけて，新たに開発したジョブ・ク

ラフティングプログラムについて無作為化

比較試験を行い，効果を検討した。３か月

後および６か月後時点での効果量（Cohen’s 

d）はそれぞれ，ワーク・エンゲイジメント

に関して 0.15 および 0.03，仕事のパフォー

マンスに関して 0.19 および 0.13，ジョブ・

クラフティングに関して 0.12 および 0.06

であった。これらの結果を踏まえ，平成 30

年度には，2 回の集合研修とメールによる

フォローを内容とするジョブ・クラフティ

ングマニュアルを完成させた。 

 

④職場における対人関係向上プログラムの

開発とマニュアルの作成（堀田裕司） 

 平成 29 年度では，堀田・大塚 (2015) で

開発された職場における対人的援助向上プ

ログラムの研修内容の一部を修正した。平

成 30 年度では，看護師および企業従業員を

対象に修正したプログラムを実施し，効果

評価を行った。分析の結果，修正したプロ

グラムを実施することにより，両業種にお

いて同僚に対する援助，上司に対する援助，

および職場の一体感が増加した。さらに，

プログラムの実施について振り返った上で

最終的な修正を行い，マニュアルを完成さ

せた。 
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2）腰痛の予防手法（松平浩） 

 平成 28 年度では，文献レビューを行い，

勤労者の腰痛に対するリスクを身体的およ

び心理社会的側面の双方から早期にかつ的

確に把握することで職業性腰痛の発症・遷

延化を回避できる可能性が高いこと，職場

での腰痛対策は，個人の健康問題のみなら

ず，労働生産性などの社会経済的（健康経

営の）観点からも企業にとって重要な課題

であることを指摘した。平成 29 年度では，

腰痛のポピュレーションアプローチとして

効果的とされるエクササイズと教育のコン

ビネーションの効果検証のために，簡易で

即実践できる体操に加え，産業理学療法士

からの科学的根拠に基づいた教育の有益性

に関する大規模介入比較試験を施行した。

介入群で腰痛の自覚的改善度，腰痛予防対

策の実行度が高くなっていることが明らか

になったことにより，本研究で実施した介

入手段（腰椎伸展体操）の有用性が示唆さ

れた。以上の情報を利用して平成 30 年度に，

「職場での腰痛対策の進め方」のタイトル

にて「腰痛の予防手法のマニュアル」を完

成させた。 

 

D. 考察 

1. 労働生産性の測定手法の提案 

1）心理社会的・経営学的指標（西大輔他） 

 平成 28 年度のインタビューと文献レビ

ューからは，結果変数に影響を与えうる先

行変数, 中間変数として様々な指標があり，

網羅的にすべての変数を調べることは容易

ではないこと，それらの中でもワーク・エ

ンゲイジメントは結果変数との関連につい

て十分なエビデンスが蓄積されている指標

の一つであることが改めて確認できた。平

成 28年度の新規データ解析からは，生活習

慣が中間変数としてのワーク・エンゲイジ

メントに影響を与える先行変数の一つにな

っている可能性が示唆された。平成 29 年度

の既存データ解析からは，労働生産性の向

上には労働時間の長さではなくワーク・エ

ンゲイジメントの向上が重要であることが

示唆された。平成 30年度の新規データ解析

からは，ワーク・エンゲイジメントが職務

パフォーマンスを高めるだけではなく，逆

の因果関係も存在する可能性が示唆された。

同僚と良好な関係を築いて自他をともに高

く評価し，互いに切磋琢磨することがワー

ク・エンゲイジメントを高めうると考えら

れた。 

 

2）生体工学的指標（荒川豊） 

 3 年間で，調査，フィージビリティ，プ

ラットフォームの構築と進めてきた。最終

的に構築したプラットフォーム Worker 

Sense は，初期配布時には，設定に関して，

エラーが出ることがあったり，開発側が予

期しない操作をされることがあったが，一

般社員60名から2週間に渡るデータ収集を

確実に行えることを実証した。収集された

データは，膨大かつ多様であり，どの質問

をどのセンサで代替可能であるかについて

の分析については，引き続き検証を進めて

いく。同時に開発したプラットフォームを

用いて，データ数を増やしたいと考えてい

る。今回，被験者を提供した企業は，この

ような生体センサ情報を用いた心身状態計

測に興味がある企業であるが，今後，広く

展開していく際には，監視されている，と

嫌悪感を抱く労働者も出てくる可能性があ

る。そのため，セルフケアの観点から，ス

マートデバイスで定常的にチェックしてい
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くことのメリットを示していくことが普及

のために重要であると考えられる。 

 

3）経済学的指標（黒田祥子他） 

労働者データを用いた検証の結果は，労

働者の裁量に完全に委ねた労働時間の決定

は健康を損なう可能性を高める可能性を示

しており，自律的な働き方の拡充が展望さ

れる昨今において，より慎重な検討が必要

であることを示唆している。また，企業デ

ータを用いた検証の結果からは，条件によ

る違いはあるものの，ポジティブなメンタ

ルヘルス指標であるワーク・エンゲイジメ

ントが高い職場ほど，経済学的指標で測っ

た生産性（売上高）が高い可能性があると

の示唆を得ることができた。経済学で労働

生産性とは，売上高や GDP などのアウトプ

ットに相当するものを分子に，労働投入量

（労働者数や労働時間）を分母にしたもの

と定義することが一般的であり，今回の検

証で対象としている売上高は，労働生産性

の分子の部分に相当すると解釈できる。 

 

2. 主要な職種・業種ごとの生産性向上と健

康増進手法に関するガイドラインの開発

（中田光紀，梶木繁之） 

 今回作成したガイドラインは，メンタル

ヘルスと腰痛対策に取り組む事業者（主に

人事総務部門，産業医や産業看護職などの

産業保健スタッフ，衛生管理者）ならびに，

健康増進プログラムなどのサービス提供者

を主な利用者と想定した。今後は，本ガイ

ドラインを広く社会一般の方々にも活用い

ただけるよう取り組むとともに，利用者の

声や実際の取り組み結果をもとに，利便性

や有効性などを再検証の上，適宜見直しや

改善を行っていくことが必要である。 

 

3. 労働生産性の向上に寄与する健康増進

手法の開発 

1）メンタルヘルスの向上手法 

①職場環境へのポジティブアプローチ（島

津明人他） 

 労働者の健康増進活動を職域で展開する

には，ヘルスセクターとノン・ヘルスセク

ターとの緊密な連携が重要である。健康増

進と生産性向上の双方につながる介入は，

両者の連携を促進するうえで有効な手段と

なる。本研究で開発した従業員参加型ワー

クショップのマニュアルは，職場の強み（組

織資源）を伸ばしてワーク・エンゲイジメ

ントを高めることを目的としており，職場

活性化（健康増進と生産性向上の両立）に

つながることが期待される。 

 

②日本版 CREW の開発とマニュアルの作

成（澤田宇多子他） 

本研究では，CREW プログラムマニュア

ルの原案に基づき一つの企業（小売業 A 社）

において CREW プログラムの前後比較試

験を実施した結果とこれまでの知見を統合

して，CREW プログラムマニュアル最終版

を作成した。本研究は，単群の前後比較試

験であったこと，また，プログラム原案に

基づく実施であったため，効果が得られに

くかった可能性がある。一方で，自由記載

欄にはポジティブな意見が多く，意見を参

考にしたプログラム改善が望まれる。日本

で実施されたこれまでの介入研究では有意

な結果は得られていないが, 海外における

先行研究では概ね良好な介入効果が報告さ

れている。今後は，本研究で作成した

CREW プログラムマニュアル最終版に基

づいた日本の職場に適した効果的な
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CREW プログラムの効果を，無作為化比較

試験などで検証する必要があると考えられ

る。 

 

③ジョブ・クラフティング介入プログラム

の開発とマニュアルの作成（櫻谷あすか） 

本研究で開発したジョブ・クラフティン

グ介入プログラムは，若年（36 歳以下）の

参加者で，ジョブ・クラフティングと仕事

のパフォーマンスが向上し，ジョブ・クラ

フティングをあまりしない傾向のある参加

者 (ジョブ・クラフティング低群) では，ワ

ーク・エンゲイジメントが向上する可能性

が示唆された。参加者の年齢やジョブ・ク

ラフティングの程度によって，プログラム

の効果が異なるかもしれない。これらの点

を考慮すると，プログラムを提供する際に

は，本研究で開発したマニュアルを基軸に

しながらも，現場のスタッフが参加者の特

性に合わせて，プログラムの内容や形式を

微調整することが望ましいと考えられる。 

 

④職場における対人関係向上プログラムの

開発とマニュアルの作成（堀田裕司） 

本研究では，堀田・大塚 (2015) の職場

における対人的援助向上プログラムについ

て，お互いにしてもらいたい援助行動を見

出すためのディスカッションを実施するこ

とに焦点を当てた修正を行った。そして，

労働者を対象として修正したプログラムを

実施した結果，主に，同僚や上司に対する

援助，および職場の一体感が増加すること

が示唆された。さらに，プログラムの実施

を踏まえて最終的な修正を加えてマニュア

ルを完成させた。本マニュアルを参照し，

職場内における思いやり行動を展開させる

ことで，生産性やワーク・エンゲイジメン

トを高めることにつながる職場内での良好

な人間環境が醸成されることが期待される。 

 

2）腰痛の予防手法（松平浩） 

 ポピュレーションアプローチに基づいた

腰痛予防の介入研究を行い，介入群で腰痛

の自覚的改善度，腰痛予防対策の実行度が

高くなっていることが明らかになったこと

により，本研究で実施した介入手段（腰椎

伸展体操）の有用性が示唆された。これら

の情報をもとに「職場での腰痛対策の進め

方」のタイトルにて「腰痛の予防手法のマ

ニュアル」を作成した。今後，同マニュア

ルの普及と実践を行う予定である。 

 

E. 結論 

本研究では，（1）労働生産性の多面的測

定手法の確立，（2）労働生産性の向上に寄

与する健康増進手法について主要な職種・

業種ごとのガイドラインの開発，（3）ガイ

ドラインで提示された介入手法の有効性の

科学的検証，（4）これらの手法の具体的な

手順を示すマニュアルの開発，を目的とす

る。本研究では，生活への支障が大きい健

康問題であるメンタルヘルスと腰痛に注目

した。 

労働生産性については，平成 28-30 年度

にかけて多面的な測定手法を検討した。メ

ンタルヘルスに関しては，労働生産性の向

上に寄与する健康増進手法を検討し（平成

28 年度），モデル事業を通じて有効性を検

証後（平成 29-30 年度），マニュアルを完成

させた（平成 30 年度）。腰痛に関しては，

痛みの原因となる異常や疾患の特定ができ

ない非特異的腰痛に注目した介入手法を検

討し（平成 28 年度），モデル事業を通じて

有効性を検証後（平成 29-30 年度），マニュ
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アルを完成させた（平成 30 年度）。 

これらの研究を通じて，労働生産性に関

する多面的な測定指標，生産性向上に寄与

する健康増進手法について主要な職種・業

種ごとのガイドライン，その具体的な手順

を示すマニュアルの 3 つを成果物として提

示することができた。 

 

F. 健康危機情報 

 該当せず。 
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図1 研究の概念図と分担計画

健康
（メンタルヘルス，

腰痛）

生産性①

（心理社会，生体工
学，経営学，経済学）

職場要因

個人要因

介
入
手
法
の
開
発

①労働生産性の測定手法・指標の提案（西，荒川，黒田）
②労働生産性と健康指標との関連の検討（西，荒川，黒田）
③健康と労働生産性に関連のある職場要因・個人要因の検討（中田）

健康と労働生産性向上の対策におけるニーズと課題の検討（梶木）
④労働生産性の向上に寄与する健康増進手法の開発（島津，松平）

②

③

③

④
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図 2 「労働生産性の向上に寄与する健康増進手法の開発に関する研究」 

流れ図（括弧内は担当の主任・分担研究者名） 

 1. 労働生産性の測定手法
の提案  

2. 主要な職種・業種ごとの
健康増進手法に関するガイ
ドラインの開発 

 
3. 労働生産性の向上に寄与
する健康増進手法の開発 

平成
28 年
度 

労働生産性の測定手法の
検討 
 
・ 心理社会的指標（西） 
・ 生体工学的指標（荒川） 
・ 経営学的指標（西） 
・ 経済学的指標（黒田） 
 
→文献調査，好事例収集，

データの収集と分析 
 

主要な職種・業種ごとの健
康増進に関するニーズと課
題の分析 
 
・ 科学的根拠に基づくニー

ズと課題の抽出（中田） 
→文献調査，データの収集

と分析 
 
・ 産業保健スタッフ等への

意見調査に基づくニーズ
と課題の抽出（梶木） 

 
→産業保健スタッフ，人事

担当者，事業場外部機
関，労働者派遣業者など
への意見聴取 

 

労働生産性の向上に寄与す
る健康増進手法の検討 
 
・ メンタルヘルス対策（島津） 
・ 腰痛対策（松平） 
 

→文献調査，好事例収集，
新規モデル事業場の設定  

   
 

 
 

平成
29 年

度 

労働生産性の測定手法の
確立（西，荒川，黒田）  

職種・業種ごとの健康増進
手法に関するガイドライン
（案）の作成（梶木，中田） 

 

労働生産性の向上に寄与す
る健康増進手法のマニュアル
（案）の作成（島津，松平） 

 

 
 

 
 

好事例収集とモデル事業実施（全員） 

   
 

  

平成
30 年
度 

（1）好事例収集とモデル事業実施（全員） 
（2）成果物の提案 
・ 労働生産性の測定手法の提案（西，荒川，黒田） 
・ 主要な職種・業種ごとの健康増進手法に関するガイドラインの完成（中田，梶木） 
・ 労働生産性の向上に寄与する健康増進手法マニュアルの完成（島津，松平） 

      

成果
物 

労働生産性の 
多面的な測定手法の 

提案 

 
主要な職種・業種ごとの健

康増進手法に関する 
ガイドライン 

 
労働生産性の向上に寄与す

る健康増進手法の 
マニュアル 

期待される効果 
    

 

労働生産性の測定手法の確立 
主要な職種・業種ごとの健康増進対策の優先順位とその根拠の提示 

労働生産性の向上に寄与する健康増進手法とその根拠の提示 
↓ 

労働生産性の観点を踏まえた効果的かつ包括的な健康増進の推進 


